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平成１４年４月８日・第３回行政訴訟検討会

行政事件に関する統計資料

── ──最高裁判所事務総局行政局調べ

最高裁判所事務総局行政局

＊ 更に詳しい数値については，第１回行政訴訟検討会資料５を

ご参照ください。
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行政事件（第一審）新受件数の推移
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　　　行政訴訟（第一審）事件　年次別　終局内容別　既済件数

　　　　　  　　　　　　　　　　　              （平成８年～１２年）

既済件数

認容 棄却 却下 取下げ その他

平成８ 1,345 142 603 191 328 81

(10.6%) (44.8%) (14.2%) (24.4%) (6.0%)

平成９ 1,564 161 645 235 429 94

(10.3%) (41.2%) (15.2%) (27.4%) (6.0%)

平成１０ 1,816 219 805 288 413 91

(12.1%) (44.3%) (15.9%) (22.7%) (5.0%)

平成１１ 1,919 298 913 272 333 103

(15.5%) (47.6%) (14.2%) (17.4%) (5.4%)

平成１２ 1,947 338 883 277 346 103

(17.4%) (45.4%) (14.2%) (17.8%) (5.3%)
※　「その他」には，決定・命令，和解等による終局がある。

　　行政訴訟既済事件　審理期間別件数
　　　　　　　　　　　　第一審（平成１２年）

項目

年次

５年以内
198件
(10.2%)

３年以内
207件
(10.6%)

２年以内
501件
(25.7%)

6月以内
５５２件
(28.4%)

１年以内
434件
(22.3%)

７年以内
30件
(1.5%)

１０年超
7件
(0.4%)

１０年以内
18件
(0.9%)

平均審理期間
１７．８月
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行政訴訟（第一審）事件勝訴率

年度 終局件数 判決件数 勝訴判決 勝訴率A 勝訴率Ｂ

平成７ 1,243 902 142 15.7% 11.4%

8 1,345 936 142 15.2% 10.6%

9 1,564 1,043 161 15.4% 10.3%

10 1,816 1,312 219 16.7% 12.1%

11 1,919 1,483 298 20.1% 15.5%

12 1,947 1,500 338 22.5% 17.4%

（注）
 ・勝訴判決には，一部勝訴を含む
 ・勝訴率Ａ＝勝訴判決数÷判決件数
 ・勝訴率Ｂ＝勝訴判決数÷終局件数
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各　国　の　行　政　関　係　事　件　新　受　件　数

アメリカ イギリス ドイツ フランス

裁判所の種類 連邦地方裁判所 連邦請求裁判所 高等法院女王座部 行政裁判所 社会裁判所 財政裁判所 地方行政裁判所

新受件数
３万６９８５件
（２０００年）

７９３件
（２０００年）

４２４７件
（２０００年）

１９万０９４
６件
（１９９９
年）

２５万１５０
０件
（１９９９
年）

７万０９９０
件

（１９９９
年）

１２万０５６７
件            （１
９９９年）4

　
※但し，合衆国を被告
とする事件の数値であ
り，そのうち１万１８
８０件は在監者訴訟で
ある。

　
※但し，公務員の給
与支払請求等が含ま
れている。

　＊　各国の行政訴訟の原告勝訴率（全既済件数中に占める認容判決の割合）は，イギリス21.0％（2000年），
　　　　ドイツ（行政裁判所）10.6％（1999年），日本17.4％（2000年）である（アメリカとフランスについては不明）。

＊＊　上記の数値は，以下の資料に基づくものである。
　　　○　アメリカ　…　Judicial Business of the United States Courts  2000
　　　○　イギリス　…　Judicial Statistics Annual Report England and Wales  2000
　　　○　ドイツ　　…　Statistisches Bundesamt Rechtspflege Gerichte und Staatsanwaltschaft 1999
　　　○　フランス　…　Annuaire Statistique de la Justice 2001



各　国　の　行　政　関　係　事　件　新　受　件　数

日本

地方裁判所及
び高等裁判所
（第一審）

２０１４件
（２０００
年）

　　　　ドイツ（行政裁判所）10.6％（1999年），日本17.4％（2000年）である（アメリカとフランスについては不明）。


